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研究成果の概要（和文）：小学校６年生に７つの領域（「学校生活で自分を律する力」「家庭学習で自分を律す
る力」「気持を言葉で伝える力」「周囲を害すること（非行含む）を自制する力」「気持ちを切り替える力」
「友だちなど周囲の人と信頼関係を結ぶ力」「家族と信頼関係を結ぶ力」）の自己効力感を測定する質問紙を作
成、事前の悉皆調査のデータを基に簡易分析シートを開発し、自己効力感が低い領域のある児童を即時に見出し
進学前の指導で自己効力感を高める指導を3箇所の中学校区を指定して行った。9小中学校中6校で不登校者数が
減少したが、ターゲットである次年度進学の学年への指導が2年間では徹底せず、当該学年への一様な効果には
至らなかった。

研究成果の概要（英文）：We created a questionnaire on seven areas of self-efficacy for elementary 
school 6th graders. The seven areas are "Ability to rule myself at school life" "Ability to rule 
myself through family learning" "Ability to tell the feelings in the language” "Ability to 
self-control so as not to hurt surrounding people (including delinquency)" "Ability to switch 
feelings"  "Relationship with friends etc. surrounding people" and "Relationship with family members
 ". We developed a simple analysis sheet based on the data of every preliminary survey to instantly 
find children with areas with low self-efficacy and instructed them to raise self-efficacy by 
guidance before going on to junior high school at selected schools in three junior high school 
districts. At 6 out of 9 schools, the number of non-attending students has decreased. However, there
 was no uniform effect in the target grade, because in only two years the guidance was not thorough 
the grade that goes on to the next year.

研究分野： 臨床心理学、教育心理学

キーワード： 不登校　中1ギャップ　未然防止　自己効力感　アンケート　簡易分析シート　悉皆調査
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）中 1 ギャップ型不登校研究の少なさ 
 2005 年頃より中学校進学後に不登校の人
数が例年約３倍になる現象が指摘され始め、
いわゆる「中 1 ギャップ」によると思われる
不登校の割合が高いとみられた。このテーマ
の重要性は認識されていたが、それに対して
なされてきた学術的研究は少なかった。 
「中１ギャップ」の現象を数値で捉えるに

は、同一の子どもの、小学校高学年時と中学
校入学後のデータのマッチングを大量にせ
ねばならず、一研究者の手に余るという事情
もあったであろう。神村（2009）や五十嵐
（2011）といった数少ない先行研究では、小
学校時の学校生活上のスキルに着眼し、スキ
ルの高い児童の適応状態が進学後にも保持
される結果は見出したが、進学後の不適応状
態を緩和する結果は得られていない。不適応
への抵抗力として有効なのは、スキルという
形の技術よりも自己効力感のような下支え
の力だとみられた。 
他方で教育現場においては様々なスキル

トレーニングや心理教育プログラム等を高
学年段階で行った実践例が多数あったが、進
学後の不適応との定量的関係は明瞭ではな
かった。 
（２）先駆的研究の成果と課題 
そのような中、中１ギャップ型不登校を量

的測定を基に未然防止した研究として、工
藤・小林（2010）がなされた。これは Bandura 
の自己効力理論に基づき、小学校６年生時点
での学校生活の諸側面への自己効力感を測
定する独自の簡易なアンケートと分析シー
トを作成、値が低いと判定された児童個々人
の、値が低かった側面に対して、小中の教員
の協働で各々に即した指導を行い、その結果、
中学校進学後に不登校となる生徒の人数が
３分の１に「激減」した。 
しかしながら、このアンケートとツールで

「要強化」と判定するのに用いられたデータ
は、小学校時の自己効力感のみであった。進
学後の不適応のデータとの関係は測定して
いなかったのである。 
（３）試行的調査研究 
そこで試行的に複数の中学校区で小学校

６年生時の自己効力感と中学校進学後の不
適応状態とを測定、分析したところ、自己効
力感の諸側面が不適応状態の諸側面を抑制
する効果がみられた(Figure 1, 2)（原田・大
西・中島，2014）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
２．研究の目的 
 以上を背景に、あらためて、中１ギャップ
型不登校を進学前の対策によって未然防止
できるならば、中学校進学後の３倍増を防止
できることになり、その後の学年での増加を
緩和する波及効果もあると想定し、未然防止
のためのツールの開発と活用調査研究とを
行うこととした。 
 小学校６年生時の自己効力感が進学後の
不適応を抑制し、進学前に自己効力感を高め
ることが不登校の減少につながることが先
行研究から示されているが、サンプルの妥当
性を高めるため、一政令市（北九州市）の全
中学校１年生の進学後の不適応状態を測定
する悉皆調査を行い、既に 26 年度に測定済
みである進学前の自己効力感と照合し、自己
効力感の諸側面がもつ進学後不適応への抑
制効果を明らかにすることとした。 
そのデータを参考にしつつ判定基準を作

成し、学級担任が児童の回答を入力するだけ
で要強化の値であるかどうかが示される、ア
ンケートと簡易分析シートとからなる未然
防止ツールを作成する。 
これを当該市域の小中協働で活用し、どの

ような子どもに対してどのような進学前の
強化と進学後のサポートが有効なのかを明
らかにし、中１ギャップ型不登校の有力な未
然防止策を提案することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
北九州市教育委員会との研究体制は 26 年

度以前の研究によって既に出来上がってい



たが、27 年度４月初頭に個人情報の扱い等に
ついて文書で確認した。また大規模な質問紙
調査となるため、福岡教育大学研究倫理委員
会の承認を得た。 
特に質問紙研究である点について、回答し

た質問紙は各学校を介して教育委員会が回
収、厳重管理し、速やかに入力代行業者に手
渡して入力させ、入力後は速やかに細断処分
させた。入力後のデータは ID 化され、統計
的に処理されるので個人が特定されること
はないものではあるが、データファイルには
パスワード保護をかけた。また、研究成果公
表時には常に、地域の異なる３名の研究者の
連名とし、地域の特定を避けた。 
中学校１年時の不適応状況を測定する質

問紙を、既に前年度までの調査で用いた尺度
の項目を精選して作成、教育委員会を通して
全中学校に配布、実施、回収し、前年度小学
校６年時に収集済の自己効力感のデータと
照合し、自己効力感のどの側面が、不適応の
どの部分を抑制するのか、多変量解析を用い
て解析した。 
解析結果に基づき自己効力感アンケート

の項目を精選、判定基準を算出して Excel シ
ートを用いた簡易分析シートを作成し、市内
全小中学校に配布、小中協働による活用を促
した。 
特に 3箇所の中学校区を研究モデル校区に

指定し、小中協働でツールを用いて要強化の
児童の実態を把握、小学校の学級担任と中学
校の担当者がチームで指導方針をたて、自己
効力感の低い部分について重点指導するこ
ととした。進捗と効果を評価するため、研究
モデル校区は中間報告を市の不登校対策推
進協議会で行い、最終成果を量的指標で検証
した。 
 
４．研究成果 
（１）小学校６年生時の自己効力感が進学後
不適応を抑制する効果の定量的研究 
①パイロット研究（学会発表①） 
 引用文献①で用いた進学前自己効力感尺
度の改良のため、先行する諸研究および教育
関係者の意見に基づいて評定項目に改訂を
加え、進学後不適応の自己評定及び欠席・遅
刻・早退の実数との関連を検討した。 
 因子分析の結果、5 因子構造が得られた。
第 1 因子「自分を律する力」，第 2 因子「友
人との信頼関係を結ぶ力」，第 3 因子「家族
との信頼関係を結ぶ力」，第 4 因子「気持ち
を伝える力」，第 5 因子「非行をしない力」
である。この 5領域の自己効力感が進学後不
適応を抑制すると仮定し、検討を行った。 
 右図のとおりの広範な不適応抑制効果が
みられたが、第 3因子のみ効果がみられなか
った。 
 「自分を律する力」が多岐にわたって抑制
効果をみせ、登校状況（欠席日数、遅刻・早
退日数）をも直接抑制していた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
②関連研究１（学会発表②） 
 進学後不適応を大きく左右する要因に友
人関係が挙げられる。１．（３）の試行的調
査研究（引用文献①）のデータを用いて、進
学後の「友人サポート」「関係性攻撃」「直接
的攻撃」との関連を検討した。 
結果は下図のとおりであった。「きまりを

守ることができる力」「信頼関係をつくるこ
とができる力」が「関係性攻撃」を抑制し、
「気持ちを交しあうことができる力」が「直
接的攻撃」を抑制しつつ「友人サポート」を
促進していた。また「困ったときに相談でき
る力」も「友人サポート」を促進していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③関連研究２（学会発表③） 
 この研究より、悉皆調査のデータを用いた。 
 有効回答者数は，5,828 名（男子 2,870 名，
女子 2,958 名）であった。 
進学前自己効力感尺度について因子分析

したところ、4 因子構造ないしは 7 因子構造
と解釈され、定量的研究にはモデルがシンプ
ルになる 4 因子解（「自分を律することがで
きる力」「身近な人と信頼関係をつくること
ができる力」「周りの人を害することを自制
することができる力」「気持ちを切り替える
ことができる力」各々への自己効力感）を、
実践研究には子どもを多面的に捉えられる 7
因子解（「学校生活で自分を律する力」「家庭
学習で自分を律する力」「気持を言葉で伝え
る力」「周囲を害すること（非行含む）を自
制する力」「気持ちを切り替える力」「友だち
など周囲の人と信頼関係を結ぶ力」「家族と
信頼関係を結ぶ力」各々への自己効力感」）
を用いることとした。 
 ②の後続研究として、進学前自己効力感尺
度の 4因子と進学後の「友人サポート」，「関



係性攻撃」，「直接的攻撃」との相関を検討し
たところ、4 因子とも「関係性攻撃」，「直接
的攻撃」と負の相関を、「友人サポート」と
正の相関を示した。 
 
④本研究１（学会発表④） 
 悉皆調査データを用いて進学前自己効力
感尺度の4因子と進学後の不登校傾向との相
関関係を検討した。4 因子とも「疲労型の不
登校傾向」および「怠学型の不登校傾向」と
負の相関を示した。 
 
⑤シンポジウム（学会発表⑤） 
 ここまでのデータと解析結果とを、日本教
育心理学会第 58 回総会で自主シンポジウム
を開催し、指定討論も受けつつ検討を行った。
討論の結果、さらにシンプルな因子構造で説
明できる可能性が指摘された。 
 
⑥本研究２（学会発表⑥） 
 ⑤の指摘を受けて進学前自己効力感尺度
の因子分析をさらに進め、よりシンプルな 3
因子解（「自分を律する力」「信頼関係をつく
る力」「周りの人を害することを自制する
力」）を得た。 
 進学後の不適応状況把握尺度については 5
因子解（「学業への抵抗感」「ネット利用の悪
影響」「怒りコントロールの困難さ」「希薄な
家族関係」「教師への信頼感の持てなさ」）を
得た。 
 また五十嵐・荻原（2004）による不登校傾
向尺度については 3 因子解（「怠学型不登校
傾向」「別室型不登校傾向」「不安型不登校傾
向」）を得た。 
 進学前自己効力感尺度の3つの下位尺度得
点を予測変数，その他 8つの下位尺度得点を
目標変数として，男女別々に重回帰分析（強
制投入法）を行った結果が表 1から 4である。 
 不適応状況には男女とも、「自分を律する
力」への自己効力感が全般的な抑制効果を示
した。 
 男女で異なりがみられたのは「周りの人を
害することを自制する力」への自己効力感で
あり、男子では見られなかった「希薄な家族
関係」をも抑制することが示された。 
 不登校傾向に対しても同様の傾向がみら
れ、男女とも「自分を律する力」「信頼関係
をつくる力」への自己効力感がどのタイプの
不登校傾向をも抑制したのに対して、「周り
の人を害することを自制する力」への自己効
力感は、男子では「怠学型不登校傾向」のみ
を抑制したが、女子においては不登校傾向全
般を抑制していた。 
 双方の性差は、女子の方が対人関係が生活
上の様々なことと緊密に結びついており、害
意を自制できるかどうかが生活全般を左右
するからであると考えられる。 
 以上のような性差はあるものの、中学校進
学前に3領域で自己効力感を高めておくこと
が、進学後の不適応状況や不登校傾向を広範

に抑制することが悉皆調査から明らかとな
った。 
 これらの裏付けをもとに、不登校未然防止
ツールの開発を行っていった。 
 

表 1．不適応状況の抑制：男子（N=2,870） 

  学業抵抗 ネット 怒り 希薄家族 教師不信 

自律 -.31 ** -.27 
*
* 

-.09 
*
* 

-.22 ** 
-.0
9 

** 

信頼 -.08 ** -.01 
 

-.07 
*
* 

-.16 ** 
-.1
6 

** 

衝動抑制 -.09 ** -.04   -.12 
*
* 

-.03   
-.0
5 

* 

調整済み R2 .17 .09 .05 .11 .06 

** p<.001  * p<.05 

 

表２．不適応状況の抑制：女子（N=2,958） 

  学業抵抗 ネット 怒り 希薄家族 教師不信 

自律 -.29 ** -.24 
*

* 
-.11 

*

* 
-.16 ** 

-.0

9 
** 

信頼 -.11 ** -.03 
 

-.12 
*

* 
-.17 ** 

-.2

0 
** 

衝動抑制 -.12 ** -.09 
*

* 
-.15 

*

* 
-.17 ** 

-.0

5 
* 

調整済み R2 .18 .10 .09 .14 .07 

** p<.001  * p<.05 

 

表３．不登校傾向の抑制：男子（N=2,870） 

  怠学型 別室型 不安型 

自律 -.18 ** -.16 ** -.06 * 

信頼 -.05 * -.25 ** -.16 ** 

衝動抑制 -.09 ** -.00   -.04   

調整済み R2 .07 .03 .04 

** p<.001  * p<.05 

 

表４．不登校傾向の抑制：女子 （N=2,958） 

  怠学型 別室型 不安型 

自律 -.19 ** -.18 ** -.09 ** 

信頼 -.06 ** -.12 ** -.16 ** 

衝動抑制 -.09 ** -.09 ** -.08 ** 

調整済み R2 .08 .09 .06 

** p<.001  * p<.05 

 
 



（２）不登校未然防止ツールの開発と活用調
査研究 
①不登校未然防止ツールの開発 
 25 年度において、（１）の③より用いた悉
皆調査のデータを基に、まず、進学前自己効
力感尺度を、具体的指導に役立てやすいよう
に 7 因子構造のものとして構成し、「新版小
中連携 SUTEKI アンケート（北九州版）」を作
成した。併せて、アンケートの評定値を入力
するだけで自己効力感の程度がマス目の色
で示される「簡易分析シート」を Excel を用
いて作成した。 
 
②活用調査研究 
 25 年度末に①のツールを市内全小中学校
に配布した。 
 また、市内から 3中学校区を研究モデル校
区に指定して、2 年間本ツールを活用した不
登校未然防止の調査研究を行わせ、年 3回開
催される北九州市不登校対策推進協議会で
成果を報告させた。 
 また、同協議会で上記ツールを具体的に活
用するための手引きとして、冊子「長期欠席
の未然防止と初期対応」を PDF ファイル形式
で作成し、26年度末に市内全小中学校に配布
した。 
 研究モデル校区では、小中連携による指導
が多角的になされ、結果として、9 小中学校
中6校で不登校者数が減少したという成果を
みた。 
ただし本来ターゲットとしていた、活用調

査研究の 2 年度め、すなわち平成 29 年度に
中学校に進学する学年においては、不登校の
出現数が減った学校、同数であった学校、増
加した学校が、それぞれ 1 校ずつとなった。 
これらの結果は、小中連携で取り組むこと

で、どの学校も全校挙げての取り組みを盛ん
に行い、それが学校全体としての不登校の出
現数減につながったが、ターゲットとした学
年に集中した指導については、2 年間では全
ての小中学校において一様には徹底せず、当
該学年に一定の効果指標が出現するには至
らなかったからであると考えられる。 
学校をフィールドとする以上、全校挙げて

の取り組みがなされるのは自然であり望ま
しいことである一方、実践研究上の課題とし
ては、そのうえでさらに、ターゲットとなる
学年、すなわち小学校 6年生に重点を置いた
指導を促す工夫が必要であることが示され
た。 
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